
※支出総額

議決年月日 当 初 予 算 額 千円

補 正 番 号 議 案 番 号 補 正 年 月 日 補 正 額

第 1 号 第 号 年 月 日 千円 千円

第 2 号 第 号 年 月 日 千円 千円

第 3 号 第 号 年 月 日 千円 千円

第 4 号 第 号 年 月 日 千円 千円

第 5 号 第 号 年 月 日 千円 千円

第 6 号 第 号 年 月 日 千円 千円

第 7 号 第 号 年 月 日 千円 千円

第 8 号 第 号 年 月 日 千円 千円

第 9 号 第 号 年 月 日 千円 千円

第 10 号 第 号 年 月 日 千円 千円

令和７年度　増毛町公共下水道事業会計予算

年 月 日

補 正 後 予 算 額





議案第３１号

（総　　則）
第１条　令和７年度増毛町公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
１． 人
２． ㎥
３． ㎥
４．

・増毛ポンプ場電気設備更新工事 千円
・設備更新工事監理委託　 千円
・電気設備更新工事価格調査業務 千円
・汚水管移設工事 千円

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

　第１款 千円
　　第１項 千円
　　第２項 千円

支　　　　　出

　第１款 千円
　　第１項 千円
　　第２項 千円
　　第３項 千円
　　第４項 千円

－下 1－

年 間 総 処 理 水 量
１日平均処理水量

１,１００
５,０００

５００
１

１４０,５０９
営 業 費 用
営 業 外 費 用
特 別 損 失

１３３,３９１
６,６１７

予 備 費

下水道事業費用

処 理 区 域 内 人 口

１４２,４１７

営 業 外 収 益

２,３１５
２００,８２０

主要な建設改良事業

３７,６１８
１０４,７９９

営 業 収 益
下水道事業収益

令和７年度 増毛町公共下水道事業会計予算

１７,６００
３,３００

５５０



（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 41,221千円は、
　当年度分損益勘定留保資金 40,019千円及び当年度分消費税資本的収支調整額 1,202千円で補てんするものとする。）

収　　　　　入

　第１款 千円
　　第１項 千円
　　第２項 千円
　　第３項 千円
　　第４項 千円
　　第５項 千円

支　　　　　出

　第１款 千円
　　第１項 千円
　　第２項 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。
（単位：千円）

管 理 セ ン タ ー 電 気 設 備 更 新 工 事

限 度 額

81,000

3,300

令 和 ８ 年 度 ま で

令 和 ７ 年 度 か ら

令 和 ８ 年 度 ま で

期 間

３,３２４
負 担 金 １２３

１３８,９９０
２７,０００

事 項

資 本 的 支 出

84,300

令 和 ７ 年 度 か ら

１０,４５０
企 業 債

－下 2－

４,１７２

企業債償還金 １１１,９９０

７９,７００
資 本 的 収 入 ９７,７６９

出 資 金
補 助 金

補 償 金

建 設 改 良 費

計

電 気 設 備 更 新 工 事 監 理 委 託



（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額
　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 千円

（他会計からの補助金）
第９条　人件費、企業債利息及び減価償却費等に充てるため、一般会計からこの会計へ補助金を受ける金額は、23,505千円であ
　る。

〃66,500

－下 3－

資 本 費 平 準 化 債

職 員 給 与 費

〃

増 毛 町 長 堀 雅 志

令和 7 年 3 月 4 日

政府資金については融資条件に
より、銀行その他の場合には債
権者と協定するものとする。た
だし、企業財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは低利に借
換えすることができる。

償 還 の 方 法利 率

計

提 出

〃（〃）

起債の方法

９,２３５

（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

３．５％以内

普通貸借
又は

証券発行

79,700

13,200

起 債 の 目 的

公 共 下 水 道 整 備 事 業 債

限度額



（単位：千円）

予　定　額

1 下 水道 事業 収益 142,417

1 営 業 収 益 37,618

1 下 水 道 使 用 料 37,592 別表１　収益費用明細書参照　20P

2 その他の営業収益 26 　〃　　　　　　〃

2 営 業 外 収 益 104,799

1 他 会 計 負 担 金 29,026 別表１　収益費用明細書参照　20P

2 他 会 計 補 助 金 23,505 　〃　　　　　　〃

3 長 期前 受金 戻入 51,695 　〃　　　　　　〃

4 雑 収 益 573 　〃　　　　　　〃

　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

1 下 水道 事業 費用 140,509

1 営 業 費 用 133,391

1 管 渠 費 1,156 別表１　収益費用明細書参照　21P

2 施 設 管 理 費 27,673 　〃　　　　　　〃　　　　　

3 総 係 費 11,310 　〃　　　　　　〃　　　　　21～22P

4 減 価 償 却 費 93,252 　〃　　　　　　〃　　　　　22P

2 営 業 外 費 用 6,617

1 支 払 利 息 6,607 別表１　収益費用明細書参照　22P

2 雑 支 出 10 　〃　　　　　　〃　　　　　   

3 特 別 損 失 1

1 過年度損益修正損 1 別表１　収益費用明細書参照　22P

目項款 説　　　　　　　　　明

款 項 目 説　　　　　　　　　明

－下 4－

令和７年度 増毛町公共下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入



4 予 備 費 500

1 予 備 費 500 別表１　収益費用明細書参照　22P

　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

1 資 本 的 収 入 97,769

1 企 業 債 79,700

1 建設改良費企業債 13,200

2 そ の他 の企 業債 66,500 資本費平準化債

2 補 助 金 10,450

1 国 庫 補 助 金 10,450 設備更新事業補助金

3 出 資 金 4,172

1 他 会 計 出 資 金 4,172 特別措置分償還元金

4 負 担 金 123

1 受 益 者 負 担 金 123

5 補 償 金 3,324

1 補 償 金 3,324 無電柱化に伴う移転補償金

　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

1 資 本 的 支 出 138,990

1 建 設 改 良 費 27,000

1 建 設 改 良 費 27,000 増毛ポンプ場電気設備更新工事 17,600

設備更新工事監理委託 3,300

電気設備更新工事価格調査業務 1,100

汚水管移設工事 5,000

2 企 業 債 償 還 金 111,990

1 企 業 債 償 還 金 111,990 別表２　企業債明細書参照　23～25P

目

項

－下 5－

款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款

説　　　　　　　　　明項

目 説　　　　　　　　　明



１　業務活動によるキャッシュ・フロー
当期純利益 1,228
減価償却費 93,252
長期前受金戻入額 △ 51,695
受取利息 0
支払利息 6,607
未収金の減少額 723
未払金の減少額 0
引当金の増加額 6
小計 50,121
利息の受取額 0
利息の支払額 △ 6,607
業務活動によるキャッシュ・フロー 43,514

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 82,676
有形固定資産の売却による収入 0
国庫補助金等による収入 45,589
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 37,087

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 43,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 81,310
その他の企業債による収入 66,500
その他の企業債の償還による支出 △ 30,680
一般会計からの出資金による収入 4,172
財務活動によるキャッシュ・フロー 1,682

資産増加額（又は減少額） 8,109
資金期首残高 9,412
資金期末残高 17,521

令和７年度　増毛町公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和7年4月1日から 令和8年3月31日まで）

（単位：千円）

－下 6－



１．総　　　括

－下 7－

報　酬

(千円)

職　員　数

1

1

1

一般職

(人)

前

年

度

比

合　　　計

損益勘定支弁職員

区　　　分

本

年

資本勘定支弁職員

合　　　計

損益勘定支弁職員

合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

度

較

特別職

(人)

0

4,593

1

給　料

(千円)

4,641

4,641

賃　金

(千円)

4,593

48

48 420

2,315

420

計

(千円)

7,376

7,376

6,908

6,908

法　定

福利費

(千円)

給　　　与　　　費

1,859

手　当

1,859

1,901

2,735

2,315

0

合　計

(千円)

9,235

9,235

8,809

(千円)

2,735

△ 42

△ 42

468

468

8,809

426

426

手
当
の
内
訳

本年度

前年度

比較

1,901

管理職手当

86

勤勉手当

44 573

39

(千円)(千円)

687

扶養手当

198

寒冷地手当 期末手当

49

管理職特勤手当

(千円)

8372

時間外手当

(千円)

4

通勤手当

(千円) (千円)

736

0

198

368

(千円)

130

(千円)

給　与　費　明　細　書

区分

0

(千円)

2,735

合計

2,315

420

8

612

賞与引当金

(千円)

679

635

44



ア．会計年度任用職員以外の職員

※　本年度の法定福利費には、翌年度6月法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額 136千円が含まれる。

イ．会計年度任用職員

備考　( )内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の
　　一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。

－下 8－

区　　　分
職　員　数 給　　　与　　　費 法　定

合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計 福利費
(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 損益勘定支弁職員 1 4,641 2,735 7,376 1,859 9,235
年 資本勘定支弁職員
度 合　　　計 1 4,641 2,735 7,376 1,859 9,235
前 損益勘定支弁職員 1 4,593 2,315 6,908 1,901 8,809
年 資本勘定支弁職員
度 合　　　計 1 4,593 2,315 6,908 1,901 8,809
比 損益勘定支弁職員 0 48 420 468 △ 42 426

資本勘定支弁職員
較 合　　　計 0 48 420 468 △ 42 426

手
当
の
内
訳

区分
扶養手当 時間外手当 管理職手当 通勤手当 寒冷地手当 期末手当 勤勉手当 管理職特勤手当 賞与引当金 合計
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 198 372 130 736 612 8 679 2,735
前年度 0 368 44 687 573 8 635 2,315
比較 198 4 86 49 420

区　　　分
職　員　数 給　　　与　　　費 法　定

合　計
特別職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

39 0

福利費

44

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
一般職

(千円)
本 年 度
前 年 度
比 較

損 益 勘 定
支 弁 職 員

手
当
の
内
訳

区分

前年度
本年度

比較



２．給料及び手当の増減額の明細

３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

　(円)
　(円)
(歳)

　(円)
　(円)
(歳)

（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）
６　級

参事・技師長

５　級
課長課長・参事・技師長係長・主査

職員数（人）級

事　務　職
技　術　職 技師長補・係長 課長補佐・技師長補

５　級

1

主事・技師・主事補

計

1 100.0

４　級
課長補佐

100.0 計計 1
３　級

級 職員数（人）

大学卒

構成比（％）

２　級

令和6年4月1日 現在

３　級

100.0

令和7年4月1日 現在

区　　　分

100.0

１　級

高校卒
技 術 職（円）

50.0

平均給与月額
平 均 年 齢

計 1
３　級

220,000

337

平均給与月額
平 均 年 齢

386,750

５　級

188,000

事　　務　　職

手　当

48
給与改定に伴う増減分

420
その他の増減分

構成比（％）

83制度改正に伴う増減分

434,917

令和7年4月1日 現在

△ 34

令和7年4月1日 現在

事　務　職

54
28

(千円)
区　分

その他の増減分
昇給に伴う増加分

増 減 事 由 別 内 訳

区　　　　　　　　　分 技　術　職
平均給料月額

414,083

説　　　明
増減額

給　料

(千円)
備　　　考

区　　　分

令和6年4月1日 現在
382,750平均給料月額

学　歴
188,000
220,000

50.0

事 務 職（円）

技　　術　　職

４　級

区　分

４　級

主任技師

－下 9－



（４）昇給

　職　　員　　数

　昇給に係る職員数

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５号給（人）

６号給（人）

　職　　員　　数

　昇給に係る職員数

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

５号給（人）

６号給（人）

（５）特殊勤務手当

（％）

（人）

（人）

1

　比　率　（Ｂ）／（Ａ）

1

支給対象職員の比率

区　　　　分 全　職　種 事　務　職

（％）

（令和7年4月1日 現在）

1

本

（Ｂ）

度

（％）

（Ａ）

号給数別内訳

号給数別内訳

技　術　職

（Ａ）

1

1

（人）

1

1

100.0

区　　　　　分 合計 事務職 技術職

1

（人）

100.0

1

度

給与総額に対する比率

代表的な特殊勤務手当の名称

年

　比　率　（Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0 100.0

1

1 1

－下 10－

前

（Ｂ）

年



（６）期末手当・勤勉手当

※　（　）は再任用職員の支給率

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

※　北海道市町村職員退職手当組合に加入

（８）その他の手当

６月（月分）

本 年 度

12月（月分）

(1.20)

職制上の段階
職務の級等に
よる加算措置

5％～15％

一般会計の制度

（月分）

(1.175)

4.60

2.250 4.50

備　　　考

(1.20)

5％～15％

2.30

支 給 期 別 支 給 率 支給率計

通　勤　手　当

住　居　手　当

扶　養　手　当

区　　　分

47.709

区　　　分

同　　　じ

差 異 の 内 容

（月分）

同　　　じ

一般会計の制度との異同

支 給 率 等

（月分）

24.586875

（月分）

(2.35)

同　　　じ

（月分）

33.27075

前 年 度

一般会計の制度
(支給率等)

47.709

(1.175)

(1.20)

2.250

47.709

20年勤続の者

(2.40)

2.30

区　　　分

(1.20)

2.30

24.586875 33.27075

2.30
5％～15％

(2.40)

（2％～45％加算）

特 例 措 置

加 算 措 置 等

特 例 措 置

定年前早期退職

47.709

（2％～45％加算）

4.60

最高限度35年勤続の者25年勤続の者

定年前早期退職

備       考
そ の 他 の

－下 11－



千円 千円 千円

1

33,853

8 33,861

2

863

23,688

27,828

93,008 145,387

111,526

3

31,417

9,350

29,419

51,676

0 121,862

4

6,833

0 6,833 115,029

3,503

3,503

0

その他未処分利益剰余金変動額 1,370

4,873

補 助 金

下 水 道 使 用 料

(2) その他の営業収益

営 業 費 用

(1)

営 業 損 失

総 係 費

(4) 減 価 償 却 費

－下 12－

前 年 度 繰 越利 益 剰 余 金

管 渠 費

(2) 施 設 管 理 費

(3)

令和６年度  増毛町公共下水道事業会計予定損益計算書

(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

営 業 収 益

(1)

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

雑 支 出(2)

他 会 計 負 担 金

(5) 雑 収 益

(3) 他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

(1)

長期前受金戻入(4)

(2)



千円 千円 千円 千円

1

イ 39,868

ロ 769,230

△ 140,933 628,297

ハ 2,216,429

△ 303,349 1,913,080

ニ 212

△ 144 68

ホ 1,900 1,900

2,583,213

2,583,213

2

9,412

1,370

0 1,370

10,782

2,593,995

3

イ 346,290

ロ 210,726

557,016

557,016

令和６年度 増毛町公共下水道事業会計予定貸借対照表

（ 令和７年３月３１日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

(3) 貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

(1) 企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

－下 13－



千円 千円 千円 千円

4

1,500

イ 81,310

ロ 30,680

111,990

イ 674

ロ 135

809

114,299

5

イ 1,651,718

イ △ 248,054

1,403,664

2,074,979

6 509,092

7

イ 減債積立金 5,051

ロ 利益積立金 0

ハ 当年度未処分利益剰余金 4,873

9,924

9,924

519,016
2,593,995

利 益 剰 余 金 合 計

－下 14－

流 動 負 債

(1) 未 払 金

(2) 企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

補 助 金

(2) 収 益 化 累 計 額

補 助 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金



千円 千円 千円 千円

1

イ 39,868

ロ 847,360

△ 173,344 674,016

ハ 2,222,875

△ 364,154 1,858,721

ニ 212

△ 180 32

2,572,637

2,572,637

2

17,521

647

0 647

18,168

2,590,805

3

イ 311,720

ロ 250,074

561,794

561,794

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計
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負　　　債　　　の　　　部

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

(1) 企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

(3) 貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

令和７年度 増毛町公共下水道事業会計予定貸借対照表

（ 令和８年３月３１日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産



千円 千円 千円 千円

4

1,500

イ 77,570

ロ 27,152

104,722

イ 679

ロ 136

815

107,037

5

イ 1,694,162

ロ 3,022

ハ 123

1,697,307

イ △ 299,729

ロ 0

ハ △ 20

△ 299,749

1,397,558

2,066,389

6 514,634

引 当 金 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

補 償 金

受 益 者 負 担 金

補 助 金

(2) 収 益 化 累 計 額

補 償 金

受 益 者 負 担 金

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

流 動 負 債

(1) 未 払 金

(2) 企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

－下 16－

長 期 前 受 金 合 計

補 助 金

収 益 化 累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計



7

イ 減債積立金 8,554

ロ 利益積立金 0

ハ 当年度未処分利益剰余金 1,228

9,782

9,782

524,416
2,590,805

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金
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注　　　　記　　　　表

１　重要な会計方針
（1） 有形固定資産の減価償却の方法
　　　・減価償却の方法
　　　　　定額法による。
　　　・主な耐用年数
　　　　　建　物　　　　　　　15～65年
　　　　　構築物　　　　　　　10～58年
　　　　　工具器具及び備品　　 5～10年
（2） 引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　退職給付引当金は、事前納付金の精算納付を全て一般会計で行っているため計上しない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月ま
　　　での４か月分）を計上している。
　　ハ　法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の負担に備えるため、当年度末における負担見込額に基づき、当年度の負担に属する額
　　　（12月から３月までの４か月分）を計上している。
　　ニ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、破産更生債権等を計上している。
（3） 消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　予定キャッシュ・フロー計算書は、間接法により作成している。

３　予定貸借対照表等関連
　　企業債の償還に係る一般会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計
　　が負担すると見込まれる額は 970千円である。
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別表１

別表２

別表３

別表４

予   算   附   属   資   料

－下 19－

収 益 費 用 明 細 書

企 業 債 明 細 書

固 定 資 産 明 細 書

下 水 道 使 用 料 予 定 明 細 書



別表１

予 定 額 予 定 額

1 営 業 収 益 37,618

1 下 水 道 使 用 料 37,592

1 下 水 道 使 用 料 37,592 別表４　下水道使用料予定明細書参照　26P

2 その他の営業収益 26

1 手 数 料 26 確認審査手数料・指定工事店登録手数料

2 営 業 外 収 益 104,799

1 他 会 計 負 担 金 29,026

1 一 般 会 計 負 担 金 29,026 減価償却費

企業債利息

2 他 会 計 補 助 金 23,505

1 一 般 会 計 補 助 金 23,505 職員給与費

企業債利息

減価償却費

3 長 期 前 受 金 戻 入 51,695

1 長 期 前 受 金 戻 入 51,695

4 雑 収 益 573

1 雑 入 573 消費税確定申告還付金

142,417

収　益　的　収　入

収 入 合 計

項

（単位：千円）

節

9,235

1,697

22

収　益　費　用　明　細　書

説 明

29,004

－下 20－

目

12,573



予 定 額 予 定 額

1 営 業 費 用 133,391

1 管 渠 費 1,156

14 修 繕 費 495 管渠修繕費

15 委 託 料 660 管渠内調査業務委託料

16 手 数 料 1

2 施 設 管 理 費 27,673

9 備 消 品 費 169 施設用備消品

11 通 信 運 搬 費 1,110 汚泥運搬料等

回線使用料

12 燃 料 費 207 処理場等燃料費

13 光 熱 水 費 160 処理場・ポンプ場等水道料

14 修 繕 費 220 処理場・ポンプ場等修繕費

15 委 託 料 16,751

16 手 数 料 18

17 動 力 費 7,163

18 薬 品 費 1,692

23 保 険 料 172

28 雑 費 11

3 総 係 費 11,310

1 給 料 4,641 職員給（１名）

2 手 当 2,056

8

3 賞与引当金繰入額 679

4 法 定 福 利 費 1,723

建物災害保険料

処理場薬品費

電気設備保守点検委託料

1,335

汚泥処理委託料

施設維持管理業務委託料

収　益　的　支　出

扶養手当

4,950

（単位：千円）

管理職特別

736

期末手当

173

ゴミ処理手数料

勤勉手当

－下 21－

937

項 目 節 説 明

期末手当

552

62消防用設備保守点検委託料

処理場・ポンプ場等動力料

11,187

130 勤務手当

372

612

共済組合負担金

管理職手当

共済組合特別負担金

勤勉手当

寒冷地手当

66

308

371

198



予 定 額 予 定 額

5 法定福利費引当金繰入額 136 共済組合負担金

7 旅 費 15

9 備 消 品 費 40

10 印 刷 製 本 費 126

15 委 託 料 119

16 手 数 料 167

19 賃 借 料 1,520

24 負 担 金 88

4 減 価 償 却 費 93,252

1 有形固定資産減価償却費 93,252 別表３　固定資産明細書参照　26P

2 営 業 外 費 用 6,617

1 支 払 利 息 6,607

1 企 業 債 利 息 6,482 別表２　企業債明細書参照　23～25P

2 借 入 金 利 息 125

2 雑 支 出 10

1 雑 費 10

3 特 別 損 失 1

1 過年度損益修正損 1

1 過年度損益修正損 1

4 予 備 費 500

1 予 備 費 500

1 予 備 費 500

140,509

－下 22－

項 目 節 説 明

29

313

職員旅費

口座振替手数料等

支 出 合 計

一時借入金利息

151

下水道協会負担金

土木積算ｼｽﾃﾑ設計単価ﾃﾞｰﾀ使用料

下水道協会北海道支部負担金

検針票印刷費

料金管理システム利用料

事務用備消品

システム保守点検委託料

公務災害負担金 8

314退職手当組合負担金

（単位：千円）

51

全国町村下水道協議会北海道支部負担金 8

会計システム使用料 1,056



別表２

発行年月日 令和6年度 令和6年度末

償 還 高 償還高累計

平成７年度 政府企業債 平8.5.27 35,000 1,970 32,963 2,037 3.40 令8.3 2,037 52

平成８年度 簡保企業債 平9.5.29 139,300 7,091 124,557 14,743 2.60 令9.3 7,276 336

平成８年度 公企公庫債 平9.5.30 63,900 3,560 63,900 0 2.65 令7.3

平成８年度 公企公庫債 平9.5.30 1,700 95 1,700 0 2.65 令7.3

平成９年度 簡保企業債 平10.5.28 164,600 7,795 140,263 24,337 2.00 令10.3 7,952 447

平成９年度 公企公庫債 平10.5.28 84,700 4,495 80,110 4,590 2.10 令8.3 4,590 72

平成９年度 公企公庫債 平10.5.28 900 47 852 48 2.05 令8.3 48 1

平成10年度 公企公庫債 平11.5.28 137,100 6,955 122,811 14,289 1.80 令9.3 7,081 226

平成10年度 公企公庫債 平11.10.29 10,100 516 8,765 1,335 2.00 令9.9 526 24

平成10年度 簡保企業債 平11.10.29 86,700 3,960 67,926 18,774 1.90 令11.9 4,035 338

平成11年度 公企公庫債 平12.5.30 227,000 11,473 191,180 35,820 2.00 令10.3 11,703 658

平成11年度 公企公庫債 平12.5.30 7,400 374 6,232 1,168 2.00 令10.3 381 21

平成12年度 公企公庫債 平13.5.30 85,900 4,178 68,462 17,438 1.70 令11.3 4,250 279

平成13年度 公企公庫債 平14.5.30 45,000 2,186 33,395 11,605 2.00 令12.3 2,229 221

平成14年度 公企公庫債 平15.5.29 21,400 972 15,385 6,015 0.90 令13.3 980 52

平成14年度 簡保企業債 平15.5.30 68,600 2,813 44,952 23,648 0.90 令15.3 2,864 206

平成15年度 簡保企業債 平16.5.25 21,200 893 12,268 8,932 2.10 令16.3 912 183

平成15年度 公企公庫債 平16.5.28 12,600 590 8,107 4,493 2.10 令14.3 602 91

平成16年度 政府企業債 平17.5.27 22,800 939 12,303 10,497 2.00 令17.3 958 205

平成16年度 公企公庫債 平17.5.27 10,500 479 6,320 4,180 1.90 令15.3 489 77

平成17年度 政府企業債 平18.5.26 14,600 589 7,143 7,457 2.30 令18.3 603 168

平成17年度 公企公庫債 平18.5.30 7,900 355 4,307 3,593 2.30 令16.3 364 81

平成18年度 政府企業債 平19.5.24 25,000 1,008 12,871 12,129 0.04 令19.3 1,009 5

種 類

企　業　債　明　細　書
(単位：千円)

償     還     高
令和7年度
償還元金
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令和7年度
償還利息

利率
(％)

発行総額
令和6年度末
未償還残高

償還
終期



発行年月日 令和6年度 令和6年度末

償 還 高 償還高累計

平成19年度 政府企業債 平20.5.27 22,500 886 10,704 11,796 0.30 令20.3 891 35

平成20年度 政府企業債 平21.5.26 10,000 391 4,360 5,640 0.40 令21.3 393 22

平成21年度 政府企業債 平22.5.26 10,000 401 3,985 6,015 0.002 令22.3 401

平成22年度 政府企業債 平23.5.26 10,700 429 3,834 6,866 0.004 令23.3 429

平成23年度 政府企業債 平24.5.28 7,800 311 2,491 5,309 0.04 令24.3 311 2

平成28年度 政府企業債 平29.5.26 3,600 300 1,500 2,100 0.04 令14.3 300 1

平成29年度 政府企業債 平30.5.28 32,800 2,733 10,933 21,867 0.20 令15.3 2,733 42

平成30年度 政府企業債 令2.1.29 34,100 2,842 7,104 26,996 0.50 令16.9 2,842 131

令和元年度 政府企業債 令2.3.25 17,200 1,433 2,867 14,333 0.001 令17.3 1,433

令和２年度 政府企業債 令3.3.25 4,800 400 400 4,400 0.004 令18.3 400

令和３年度 政府企業債 令4.3.25 66,800 8,350 8,350 58,450 0.04 令14.3 8,350 23

令和４年度 政府企業債 令5.3.27 15,500 15,500 0.30 令15.3 1,938 45

令和５年度 政府企業債 令6.3.25 15,100 15,100 0.40 令16.3 60

令和６年度 政府企業債 令7.3.25 6,100 6,100 1.50 令17.3 92

1,550,900 81,809 1,123,300 427,600 81,310 4,196

平成26年度 特別措置分 平27.5.26 6,800 970 6,800 0 0.45 令7.2

平成26年度 平準化債 平27.5.26 30,600 4,370 30,600 0 0.45 令7.2

平成27年度 特別措置分 平28.5.26 6,800 970 5,830 970 0.50 令8.2 970 4

平成27年度 平準化債 平28.5.26 33,200 4,742 28,458 4,742 0.50 令8.2 4,742 18

平成28年度 特別措置分 平29.5.26 6,800 970 4,860 1,940 0.60 令9.2 970 10

平成28年度 平準化債 平29.5.26 28,600 4,084 20,432 8,168 0.60 令9.2 4,084 43

平成29年度 平準化債 平30.5.25 23,900 3,414 13,658 10,242 1.00 令10.2 3,414 93

平成30年度 平準化債 令1.5.22 19,500 2,784 8,364 11,136 0.98 令11.2 2,784 102

令和元年度 平準化債 令2.3.25 17,700 2,528 5,060 12,640 0.45 令12.2 2,528 54

令和7年度
償還利息

発行総額

償     還     高
令和6年度末
未償還残高

利率
(％)

償還
終期

令和7年度
償還元金

－下 24－

建設改良費等企業債　小計

(単位：千円)

種 類



令和２年度 特別措置分 令3.2.26 6,700 2,232 6,700 0 0.40 令7.2

令和２年度 平準化債 令3.2.26 30,500 4,364 4,364 26,136 0.50 令13.2 4,356 125

令和３年度 特別措置分 令4.2.25 6,700 2,232 4,468 2,232 0.50 令8.2 2,232 8

令和３年度 平準化債 令4.2.25 32,200 32,200 0.60 令14.2 4,600 186

令和４年度 平準化債 令5.2.24 30,900 30,900 1.00 令15.2 308

令和５年度 平準化債 令6.2.26 33,200 33,200 1.00 令16.2 331

令和６年度 平準化債 令7.3.25 66,900 66,900 1.50 令17.3 1,004

381,000 33,660 139,594 241,406 30,680 2,286

1,931,900 115,469 1,262,894 669,006 111,990 6,482

－下 25－

合　　　　計

その他の企業債　小計



別表３

（単位：千円）

別表４

件× 1,264円×12ヶ月＝ 円 ㎥×181円×12ヶ月＝ 円 円

件× 3,164円×12ヶ月＝ 円 ㎥×181円×12ヶ月＝ 円 円

円 円 円

　　件数 単価  月数 計
件×273円×12ヶ月＝ 円 円

円

円

1,900建 設 仮 勘 定 1,900 1,900

合　　計 37,592,861

小　計 15,976,416 18,051,492 34,027,908

ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞｰ
使　用　料

45 147,420 147,420

23,951,604

営業・団体用 94 3,568,992 2,996 6,507,312 10,076,304

用途別 基 本 料 金 超 過 料 金 合 計 備考

家 事 用 818 12,407,424 5,315 11,544,180

93,008 444,426 2,583,213 93,252

下水道使用料予 定明 細書

36 144 68 36

合　　　　　計 3,020,156 7,483 3,027,639

60,561 303,349 1,913,080 60,805

工 具 器 具 及 び 備 品 212 212

32,411 140,933 628,297 32,411

構 築 物 2,210,846 5,583 2,216,429

39,868

建 物 769,230 769,230

令和6年度末
償却未済額

令和7年度
償 却 額令和6年度

増 加 額
令和6年度
減 少 額

累 計

土 地 39,868 39,868

消 費 税 3,417,533

－下 26－

固 定 資 産 明 細 書

資産の種類
令和6年度
当初現在高

令和6年度
増 加 額

令和6年度
減 少 額

令和6年度末
現 在 高

減 価 償 却 累 計 額




